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第５ 研修及び訓練 

 

    市は、武力攻撃事態等における国民保護措置を的確かつ迅速に実施するために、必要

な研修及び訓練を行う。 

 

１ 研修 

 

(1) 研修機関等の活用 

市は、消防大学校、県消防学校等の研修機関の研修課程を有効に活用し、職員

の研修機会を確保する。 

 

(2) 市による研修 

市は、広く職員の研修機会を確保する。また、県と連携し、消防団員等に対し

て国民保護措置に関する研修等を行う。 

また、市は、職員等の研修の実施に当たっては、消防職員を活用するほか、国

及び県の職員、学識経験者等外部の人材についても積極的に活用する。 
 

２ 訓練 

 

(1) 市における訓練の実施 

市長は、近隣市町長、知事、国等関係機関と共同するなどして、国民保護措置

についての訓練を実施する。 

 

(2) 市における訓練の項目及び形態 

訓練項目はおおむね以下のとおりとする。 

なお、訓練の実施に当たっては、実動訓練、図上訓練等、実際の行動及び判断

を伴う実践的な訓練となるよう努めるものとする。 

ア 市対策本部を迅速に設置するための職員の参集訓練及び市対策本部設置運営訓

練 

イ 警報・避難の指示等の内容の伝達訓練及び被災情報・安否情報に係る情報収

集訓練 

ウ 避難誘導訓練及び救援訓練 

 

(3) 市における訓練に当たっての留意事項 

ア 国民保護措置と防災のための措置との間で共通する収容施設の運営、避難住

民等への炊き出し等の訓練については、これらを実施する際に相互に応用でき

ることを示して、国民保護措置についての訓練と防災訓練とを有機的に連携さ

せるよう配慮するものとする。 

イ 国民保護措置についての訓練の実施においては、住民の避難誘導や救援等に

当たり、自治会等の協力を求めるとともに、特に高齢者、障害のある人その他

特に配慮を要する者への的確な対応が図られるよう留意する。 
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ウ 訓練実施時は、客観的な評価を行うとともに、参加者等から意見を聴取する

など、教訓や課題を明らかにする。 

エ 住民の避難に関する訓練を行う場合において、必要と判断するときは、住民

に対し、当該訓練への参加についての協力を要請するものとする。 

この場合、その協力は、自発的な意思にゆだねられるものであって、その要

請に当たって強制にわたらないように留意するとともに、訓練の時期、場所等

は、住民が参加しやすいものとなるよう努めるものとする。 

オ 市は、県公安委員会と連携し、特に必要と認めるときは、避難訓練時におけ

る交通規制等の実施について留意する。 

 

 


